
令和6年能登半島地震
振り返りと取組むべき課題
生産性・付加価値の向上
事業の可視化と価値化

興能信用金庫 田代克弘



令和6年1月1日 午後4時10分 能登半島地震発災

 16:06 地震 M5.7震度5強

 16:10 地震M7.6震度７ 令和6年能登半島地震発災

今まで経験したこのない長い揺れと、けたたましい震災緊急速報

 16:18 地震M6.1震度5強

パスモバイル（PM）・・安否確認 PM配信16:10 16:06分地震の確認 PM配信16:29 津波 16:10 地震"

 16:46 本部しんきんdirectで全職員宛に安否確認並行する。

PM配信（メール）のみでは安否確認が難しいので個々に状況の報告を要請

安全確保徹底、津波注意暫くは店舗様子確認は控える旨の周知案内

 17:02 地震M4.9震度4

 16:56 地震M5.7震度5強"

 17:02 地震M4.9震度4

 17:05 本部direct全職員 避難を優先すること。家族の安否確認。

SNS等で自分自身の状況を支店長または役席に報告の再周知"

PM配信17:34 津波1.2ｍ以上 能登 16:10分 地震 "



BCP 発災当初の組織内部の課題

 安否確認 最終的には5日正午で正職臨時パート252名全員の無事を
確認するが、72時間以上掛かっている。職員やご家族の生死をも意
識することになった。

→ 公衆電話・災害伝言ダイヤル・近所づきあい

 安否確認方法 安否確認担当者（特に休日）が被災した場合の確認
方法の徹底

→ クラウド利用でID・PWが管理周知されていれば、役職員等が何
時でも誰でも何処でも確認できる。

 被災地職員の避難状況と人事配置の難しさ

→ 避難先からの勤務 → 時短営業 → 昼休憩



BCP インフラ復旧が長期化する場合
組織内部の課題

停電の長期化、断水の長期化は就業環境を急速に
悪化させる。冬は通勤や事務所の冷え込み。夏場
の猛暑。なによりトイレ問題は切実。

→ ポリタンク、携帯トイレは常備すべきである。
飲料水、保存食品、生理用品・衛生用品は非常に
重要。また断水時は下着類も助かる。職員がホッ
し、笑顔に変わった支援物資であった。

→ 職場・家庭



BCP 組織内部の課題 想定外

 事業用郵送物・救援物資の移送方法

→ 郵便・警送メールの不通 → 本部・営業店職員が代替
するが移動時間が読めない、道路状況（混雑・損壊）が日々
変わる。

 職員の自動車通勤の燃料不足

→ ガソリン給油不能 → 首都圏しんきんさんにガソリン
携行缶を調達して頂いた。本部でも悩んだ職員の配置人繰り
に助けられました。

 避難状況に合わせ勤務するも不慣れな事務や、金融上の措置
なども重なり事務ミスが増加した。

→ 対策本部の判断



BCP

 BCPの観点から、金沢支店に本部機能を一部移転しており、今回の震災
でも災害対策本部を金沢支店に最初に設置し、対応策協議に一定程度
円滑に実行できた。→ 機能分散の重要性

 安否確認として、①安否確認メール②しんきんdirect（業務用スマホ
チャット）③職員私用携帯SNSの複数の手段があったことは有効性が
あったと思われる。→ ただしインフラ頼り

 グループウェアを新規更新しており、稟議のペーパーレス化や会議を
グループウェア上での活用を進めた。重要会議を含めて想像以上にス
ムーズに形態を整えることができた。 → ペーパーレス化促進

 発災からの災害対策本部の指示周知は、業務用チャットを活用したこ
とにより記録として残ること、合わせて周知の徹底に活用出来たと考
えている。

 災害対策本部を金沢に設け、専務理事を常勤体制としたことにより、
関係機関との連携連絡がスムーズであった。→ 役員WEB常時接続



北陸中日新聞

陸路 大動脈
７月１７日
対面通行可能

半島特有の弱点

復旧作業 宿泊

長引く避難

電気 水道 下水



内閣府防災情報のページ



NHK 災害列島 命を守る情報サイト









震度７以上の地震の被害（気象庁データ）
日本付近で発生した主な被害地震（平成８年以降）

発生年月日 震央地名・地震名 Ｍ 最大震度 津波 人的被害 物的被害

石川県能登地方 死 241 住家全壊 8,789棟

令和６年能登半島地

震※5
負 1,299 住家半壊 18,813棟

⇒特設ページ（気象

庁）へ
住家一部破損 83,154棟など

【令和６年3月22日現在】

胆振地方中東部 死 43 住家全壊 469棟

平成30年北海道胆振

東部地震
負 782 住家半壊 1,660棟

⇒特設ページ（気象

庁）へ
住家一部破損 13,849棟など

⇒特設ページ（札幌

管区気象台）へ
【令和元年8月20日現在】

熊本県熊本地方など 7.3 死 273 住家全壊 8,667棟

平成28年（2016

年）熊本地震

※1 負 2,809 住家半壊 34,719棟

⇒特設ページへ ※3 住家一部破損 163,500棟

など

【平成31年4月12日現在】

三陸沖 9 9.3m 死　19,729 住家全壊 121,996棟

平成23年（2011

年）

※10 以上 不明　2,559 住家半壊 282,941棟

東北地方太平洋沖地

震

※11 負　6,233 住家一部破損 748,461棟

（東日本大震災） ※12 など　※12

⇒特設ページへ 【令和2年3月1日現在】

令和６年（2024年）

1月1日
7.6 7 80cm

平成30年（2018年）

9月6日
6.7 7

平成28年（2016年）

4月14日～
７※2

平成23年（2011年）

3月11日
7



令和６年能登半島地震の被害
 平成８年（１９９６）以降の期間に日本付近で発生した、人的被害を伴った地
震を掲載されています。

 このうち平成１２年（２０００）以降では、１６６回発生しています。

 また、震度６弱以上は３７回、震度７以上は５回発生しています。

 極めて感覚的ですが、震度6以上で人的・物的被害が多発し、震度７以上では
深刻な大規模被害になっていると思われます。

 人口増減 （石川県統計指標ランド）

輪島市 珠洲市 能登町 穴水町

2023 12 21,980 11,759 14,318 7,326

2024 5 20,673 11,079 13,814 7,047

増減 △1,307 △680 △504 △279

増減率 △5.95％ △5.78％ △3.52％ △3.81％



本店
宇出津地区



本店
松波地区 白丸



珠洲地区 6月
建物としての機能は凡そ無いが公費解体は進んでいない



輪島市 左は3月の写真

右は5月の写真



輪島市内から珠洲外浦

 輪島から珠洲（外浦地域）の海岸では大きく
隆起し、漁業や江戸時代から残る揚げ浜塩田
への影響が懸念されている

 右は1月 左は4月



珠洲市
正院 蛸島



４市町で１００超の事業所廃業＝人口流出、遠い再建―能登地震５カ月・石川
時事通信社 令和６年６月２日

 © 時事通信提供

 能登半島地震で甚大な被害を受けた石川県の４市町で、廃業を決めた商工業の事業所が１００を超えることが、各市町
の商工会議所などへの取材で分かった。１日で発生から５カ月。復興の遅れから人口流出が進み、事業再建を諦める業者
が相次いでいる。

 各市町の商工会議所と商工会によると、５月２７日までに少なくとも珠洲市で４８、輪島市で３８、能登町で１６、穴
水町で１０の計１１２事業所が廃業を決めた。

 珠洲商工会議所は４月、５３３事業所を対象に調査を実施した。その結果、３３事業所が廃業済み、１５事業所が廃業
予定で、休業も８７事業所に上ることが判明。回答率は４４％にとどまり、袖良暢事務局長は「実際の数字は倍近いので
は」と懸念する。

 廃業の主な理由は人口流出による市場の縮小で、袖事務局長は「店を建て直しても売り上げが戻るか分からず、迷った
末に廃業した人もいる」と話す。

 穴水町商工会では会員の約７割に当たる２２４事業所が営業を再開したが、建設業などを除き売り上げは低迷している。
同町の商店街で事務用品店を営む吉村扶佐司さん（７６）は「２月に営業を再開したが、売り上げは震災前の約１０分の
１だ」と嘆く。

 同町の人口は４月末時点で２５０人以上減少し、７１００人を切った。吉村さんは「少子化も進み、先の見通しが立た
ない。負の遺産は残したくない」と苦悩の色をにじませる。

 後継者不足も地域に共通の課題だ。能登町商工会の担当者は「後継ぎがおらず、地震を機にやめることにした人もかな
りいた」と明かし、「先行きが不透明。今後も廃業は増えると思う」と不安を口にした



仮設住宅完成状況比較



避難者数比較



事業再開率 融資先 4月末
輪島市 珠洲市 穴水町 能登町 合計

事業再開 139/244 97/122 69/73 226/251 531/690

再開率 57.0％ 79.5％ 94.5％ 90.0％ 77.0％

廃業 24 8 1 1 34

廃業率 9.8％ 6.6％ 1.4％ 0.4％

輪島市 珠洲市 穴水町 能登町 合計

相談先数 58/244 41/122 26/73 53/251 178/690

相談割合 23.0％ 33.6％ 35.6％ 21.1％ 25.8％

事業者支援相談 融資先との比較

金融サービスを受け
やすい事業者は再開
率が高い？

補助政策のご案内は
行き届いていない
不十分
金融の限界
災害時の座組



人口減少 コロナ禍 円安資源高
そして震災

 コロナ禍、資源高と続く不測の事態は売上や利益の縮減を招き、バランスシー
トの負債を増加させた。今回の震災は事業用資産の損壊・逸失をもたらしめ、
潜在する課題、人口減少、事業承継の課題と相俟って事業継続断念が懸念され
る。

 従来の社会課題→人口減少→消費の減少→負債の増加

 高齢化の本格化→人口減少→後継者問題→事業所の減少→雇用の減少

 コロナ禍での影響→消費の減少→売上高の減少→事業継続・再投資の減退

 資源高での影響→利益の減少→再投資の減退

 震災の影響→固定資産の損壊・逸失＋従業員の確保→「モノ」「ヒト」

 さらなる負債の増加→事業継続への迷い 心理的な負担 → 事業継続断念



地域の経済循環
地域経済は縮小している。
そして今回の震災

分配

支出生産

雇用者確保

資格者不足

労働力不足

住みやすさ

不便

人口減少

消費縮小

売上減少

事業承継

販路開拓

商品開発

取組不足

震災が負のスパイラルの
トリガー



支出

地域の所得循環構造：2020年
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生産・販売

分配

所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

所得

所得

1,665億円

2,636億円

115億円

468億円
所得

1,082億円

149億円

4億円 ○

▲

平均生産性596.0万円/人
全国平均935.2万円/人

(1,563位/1,741市町村)

(908位/1,741市町村)

経常収支

所得

通勤

GRPの0.2%GRPの6.9%

▲

1人当たり所得431.3万円/人
全国平均427.3万円/人

GRPの65.0%

所得

1,290億円

所得1,665億円

▲

○

地域住民所得

労働生産性

平均生産性76.1百万円/TJ
全国平均88.3百万円/TJ

(1,168位/1,741市町村)

エネルギー生産性

▲

○

▲

GRPの28.1%

GRPの9.0%

GRPの77.5%

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦
⑥

⑤

④

③②

①

GRPの1.8%

エネルギー代金

31億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成 ⑬ 再エネ導入ポテンシャル 339,243TJ

→分析例は「手引き基本編」のP13～20を参照

低生産性
原因は何か

魅力ある地域
魅力はなにか



地域の特徴 2020
石川県 金沢市 七尾市 奥能登

人口 10/1 1,130,159 462,497 51,130 59,840

生産 42,648億円 19,981億円 1,620億円 1,671億円

生産性 847/1741 811/1741 1516/1741 1652/1741

分配 46,456億円 19,468億円 2,008億円 2,709億円

地域住民所得 410万円 418万円 399万円 415万円

所得順位 1187/1741 1347/1741 1222/1741 908/1741

支出 42,648億円 19,981億円 1,620億円 1,671億円

域外からの消費 3,047億円 1,440億円 387億円 464億円

GRP割合 7.1％ 7.2% 23.8％ 27.7％

生産／事業所数 71 76 48 37

生産年齢人口/

官民従業員合計
626886/617724

101.4％
268322/253378

105.8％
23612/25621

92.1%

23285/28452
81.8％
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（１）基礎的な指標の推移

①2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の人口 ②2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の従業者数

③2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の生産額 ④2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の付加価値

29出所：総務省「国勢調査」、「経済センサス-基礎調査」、 「地域経済循環分析用データ」より作成

◼ 地域経済の規模を表す基礎的な指標について、2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の推移を確認し、規模が
拡大しているか縮小しているかを把握する。

分析の
視点 →分析例は「手引き基本編」のP67を参照



事業所数
輪島市 珠洲市 能登町 穴水町 合計

2014 1,863 1,098 1,165 601 4,727

2018 1,762 1,014 1,082 580 4,438

2022 1,581 918 979 544 4,022

0

500

1,000

1,500

2,000

2014 2018 2022

事業所数推移

輪島市 珠洲市 能登町 穴水町



大規模震災
被災地は必ず復旧・復興する
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（１）基礎的な指標の推移 宮古市
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①2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の人口 ②2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の従業者数

③2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の生産額 ④2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の付加価値

出所：総務省「国勢調査」、「経済センサス-基礎調査」、 「地域経済循環分析用データ」より作成

◼ 地域経済の規模を表す基礎的な指標について、2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の推移を確認し、規模が
拡大しているか縮小しているかを把握する。

分析の
視点 →分析例は「手引き基本編」のP67を参照

△7.98％
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（１）宮古市の中で規模の大きい産業は何か①：売上(生産額)
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生産額(産業合計)

2010年と2020年の生産額を比較すると増加しており、第1次産業、第2次産業、第3次産業の全てで生産額が増加している。

生産額(第1次、2次、3次産業別)

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

◼ 生産額は地域内の企業にとっての売上であり、地域の経済活動の規模を把握するうえで重要な指標である。

◼ ここではまず、産業合計の生産額より、地域全体の生産額の規模の推移を把握する(下図左)。

◼ 次に、第1次産業、第2次産業、第3次産業の生産額の推移より、生産額の規模が大きい産業が何であり、時系列でどのよう
に変化しているかを把握する(下図右)。

分析の
視点

→分析例は「手引き基本編」のP23～25を参照
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（１）基礎的な指標の推移 南三陸町
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①2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の人口 ②2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の従業者数

③2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の生産額 ④2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の付加価値

出所：総務省「国勢調査」、「経済センサス-基礎調査」、 「地域経済循環分析用データ」より作成

◼ 地域経済の規模を表す基礎的な指標について、2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の推移を確認し、規模が
拡大しているか縮小しているかを把握する。

分析の
視点 →分析例は「手引き基本編」のP67を参照

△17.34％
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（１）南三陸町の中で規模の大きい産業は何か①：売上(生産額)
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生産額(産業合計)

2010年と2020年の生産額を比較すると増加しており、第1次産業、第3次産業では減少しているが、第2次産業の生産額が増加してい
る。

生産額(第1次、2次、3次産業別)

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

◼ 生産額は地域内の企業にとっての売上であり、地域の経済活動の規模を把握するうえで重要な指標である。

◼ ここではまず、産業合計の生産額より、地域全体の生産額の規模の推移を把握する(下図左)。

◼ 次に、第1次産業、第2次産業、第3次産業の生産額の推移より、生産額の規模が大きい産業が何であり、時系列でどのよう
に変化しているかを把握する(下図右)。

分析の
視点

→分析例は「手引き基本編」のP23～25を参照
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（１）基礎的な指標の推移 益城町
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①2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の人口 ②2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の従業者数

③2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の生産額 ④2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の付加価値

出所：総務省「国勢調査」、「経済センサス-基礎調査」、 「地域経済循環分析用データ」より作成

◼ 地域経済の規模を表す基礎的な指標について、2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の推移を確認し、規模が
拡大しているか縮小しているかを把握する。

分析の
視点 →分析例は「手引き基本編」のP67を参照

△4.35％



39 

1,012 
1,082 

39 

1,117 
1,215 

55 

1,052 

1,223 

55 

1,553 

1,323 

49 

1,343 

1,153 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

第1次産業 第2次産業 第3次産業

生
産
額
(億
円
)

2010 2013 2015 2018 2020

2,133 

2,370 2,330 

2,930 

2,545 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2010 2013 2015 2018 2020

生
産
額
(億
円
)

（１）益城町の中で規模の大きい産業は何か①：売上(生産額)
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生産額(産業合計)

2010年と2020年の生産額を比較すると増加しており、第1次産業、第2次産業、第3次産業の全てで生産額が増加している。

生産額(第1次、2次、3次産業別)

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

◼ 生産額は地域内の企業にとっての売上であり、地域の経済活動の規模を把握するうえで重要な指標である。

◼ ここではまず、産業合計の生産額より、地域全体の生産額の規模の推移を把握する(下図左)。

◼ 次に、第1次産業、第2次産業、第3次産業の生産額の推移より、生産額の規模が大きい産業が何であり、時系列でどのよう
に変化しているかを把握する(下図右)。

分析の
視点

→分析例は「手引き基本編」のP23～25を参照



分配

支出生産

雇用者
所得

住みやす
さ

住民
消費力

働きやす
さ

事業者

付加価値

教育
医療

事業
価値

所得

人口
減少

事業
承継

地域
ブランド

経済循環を生み出す構成要素と課題や要因の関係図

高校魅力化プロジェクト実
施校能登高校・輪島高校

石川県産業創出機構、中小
企業基盤整備機構、専門家
副業兼業人材の活用施策は
充実

事業代表者の年代のボ
リュームゾーンは７０代

世界農業遺産
能登の里山里海の恵みや守
り伝えられてきた祭礼や伝
統技術、美しい景観、豊か
な生きもののつながり
輪島塗・朝市・珠洲焼・天
然塩・寒ブリ・ふぐ・能登
牛・能登杜氏・能登ワイン
など豊富

所得は高くはない
不動産は求めやすい価格
物価・家賃は安く
暮らしやすい

医療機関は医師不足・拠点
医療機関の十分性に欠ける

少子高齢化は課題の先進地

大型集合商業施設は少ない
（無い）



能登半島地震復旧・復興の課題

 事業者の復旧支援 資金面 事業継続 事業承継

 事業者の将来を見据えた事業展開支援 付加価値向上

 まちなか交流拠点整備費用 新しい人の流れの再開

 高校魅力化プロジェクトとの連携 魅力ある地域

休眠預金の活用
補助金・基金の

活用

信用金庫の機能

地域の預金の活用



みらい創造 創造的復興へ

事業再建
事業持続性創造

事業価値創造

雇用の創造

こども未来創造

みらい場所創造

地域の高齢化
事業承継

地域の生産性の
低下

付加価値の
向上継続

人口減少 →

住み易さ

新しい人の流れ
交流人口

地域ブランドや事業価値を可視化し、課題を機会
に変換する。

地震災害は高齢化と相俟って小規模事業者の事業廃止の懸念
経営資源に不足する小規模事業者に対し、専門家や副業兼業に
よる人的支援により事業継続を動機づける

魅力ある地域資源を活用し、付加価値を向上させ、地域の生産
性を支えている。事業者の持続可能性を高めることが地域を活
性化し雇用を創造することに繋がる

大学進学を機に人口は流出している。また今回の震災で進学や
中退抑制を地域で支援したい。地域を思う人材を地域で守り育
て未来に羽ばたく若者を育成

交流人口は地域に新しい可能性を創造する
人と人が出会い活躍する場所づくりを支援する



〇事業再建応援

 喫緊危急の重要課題は事業再開への動機付けである。

 なりわい再建支援補助金の活用のほか、奥能登地域では小規模事
業者が多く持続化補助金の活用が有効と思量している。
→ タイミングも重要

 復興の長い行程には、事業の将来展望の見える化や具体的な事業
計画の策定も重要な要素である。
→ 未来の共有 経営資源に不足する事業者の計画策定には、支
援を必要とする事業者は少なくなく「人」「資金」「情報」を支
援したい

 事業再建計画を作成する
→ 新しい人の流れによる価値の誘発
事業者＋金庫職員＋〇〇人材



価値創造 事業魅力化向上

 能登地域は魅力ある地域資源を活用し地域外から「付加価値」＝「お金」を
稼いでいる

 今回の震災からの復旧・復興は消費を支える住民の生活再建とともに、地域
の生産性を支える事業者の再建支援にきめ細かく取り組む必要性を強く感じ
ている

 日本各地で地震・豪雨などの、過去の大きな震災を乗り越えてきている。事
業者の再建には、その都度拡充されている支援策の活用はもとより、事業継
続を動機付けする魅力化が重要な取り組みになる

 事業の付加価値をさらに増加向上させるため、経営資源に不足する人材を専
門家や副業人材で補完する。新しい人の流れは地域会創造の触媒となる。幣
庫ではこれまでに石川県産業創出支援機構や中小企業基盤整備機構、石川県
や行政と取り組む副業人材支援に取り組んでおり、このノウハウを活用する。



今までの震災と社会的背景の相違点
事業承継
代表者の年代別ボリュームゾーンは７０代

 奥能登地域の生産性 1671億円（付加価値）

 １６７１億円÷４５０１事業所＝３７百万円 １先の重要性

 事業継続は ＝ 街を持続可能にするということ

 廃業 ＝ 地域生産性を減少させること → 価値の放棄

 事業代表者のボリュームゾーンは70代

今回の震災が事業継続を諦め廃業のトリガー

 事業の価値を可視化する → 価値化する

地域にあらたな価値を創造する → のれん



まちづくり基金
場所づくり

 復旧・復興に欠かせない要素の一つに「ヒト」がある。

 当地事業者の多くは小規模事業者であり、経営資源「ヒト」に不足している。奥能
登、能登町の定住促進協議会の拠点がまちなか交流拠点「クロスポート」である。
この拠点では移住定住支援のほか、移住後のサポートや、商工会や弊庫も関わり創
業起業にも取り組んでいる。まちなかの空き事業所を活用した場所である。

 移住希望者だけでなく、ここに首都圏等から副業兼業人材等が新しい人の流れを作
り、当地での活躍の起点となっている。今回の震災でダメージを受けたまちなか拠
点「クロスポート」を復旧または新設したい。

 震災前はこのクロスポートを拠点に、移住者が安心してサポートを受ける拠点機能
のほか、移住者の創業支援、首都圏関係人口（副業・兼業等）地元事業者の支援の
窓口になっている。新しいの人の流れを創造し、地元人材や首都圏人材の活躍の場
所になっていた。



住民

事業
者

移住
者

複業
人材

デザイナー

定住
協議
会

あかりを灯そう！
能登町宇出津の旧家具屋さん

事業名 【空き店舗を利用した移住・起業創業・事業承
継・継業・商店街活性化等の課題解決に向けた活動交流拠
点整備事業】
（取組）
能登町の空き家数は約1,710戸あり、空き家率は19.2％と
なっている。全国平均13.5％及び県内平均14.8％と比べて
も悪い状態で県内ワースト1位、それに伴い商工会員数も
減少し、現実的には商店街から事業者が高齢化や担い手不
足を理由に廃業している状態にある。
本事業は、空き店舗を課題解決に向けた活動交流拠点とし
て整備し、移住・起業創業・継業・商店街活性化等の活動
交流拠点とする

能登
町

商工
会

興能
信金
中金

日本
財団

459/9/2024



・クロスポート利用者数（R３年１０月〜R４年６月） １４１５名
内移住定住相談 １３２件
起業・継業相談 １４件
※その他、打合せやワーク利用、イベント等

・移住相談数（R2-R3比較）
R2 95 組 183 名
R3 101 組 240 名

・定住相談数（R2-R3比較）
R2 49 組 82 名
R3 92 組 262 名

・移住者数（R2-R3比較）
R2 28 組 49 名
R3 26 組 50 名

今、ここで何が起こっているのか？

469/9/2024



分配
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地域金融＋行政＋商工×（新しい人の流れ）
地域経済復興エコシステムとしてのスキームづくり

高校魅力化プロジェクト実
施校能登高校・輪島高校

石川県産業創出機構、中小
企業基盤整備機構、専門家
副業兼業人材の活用施策は
充実

事業代表者の年代のボ
リュームゾーンは７０代

世界農業遺産
能登の里山里海の恵みや守
り伝えられてきた祭礼や伝
統技術、美しい景観、豊か
な生きもののつながり
輪島塗・朝市・珠洲焼・天
然塩・寒ブリ・ふぐ・能登
牛・能登杜氏・能登ワイン
など豊富

所得は高くはない
不動産は求めやすい価格
物価・家賃は安く
暮らしやすい

医療機関は医師不足・拠点
医療機関の十分性に欠ける

少子高齢化は課題の先進地

大型集合商業施設は少ない
（無い）

震災復興は10年以上
インフラ復旧ピークは２〜3年
発災から3年の経済取組が重要
→ 創造的復興への施策が重要
→ 地域資源の付加価値向上

プロボノ・兼業・副業人材等の
新しい人の流れで地域資源の付
加価値を向上させる → 色濃
い関係人口の増加 → 被災地
経済復興 →活躍の場所、成長
の場所、自己実現の場所 →

地域経済復興の担い手育成

地域は大小様々な事業
者の付加価値創造に
よって生産性が支えら
れている。相次ぐ天災
や大規模震災の発生は
年次少子高齢化が進む
地域経済に大きなダ
メージをもたらし、地
域の持続可能性の懸念
事項となる。この解決
に向け休眠預金の活用
により地域住民生活の
安定向上を図りたい。
創造的復興に活用を図
りたい。

地域を知る

信用金庫が

信金中央金庫と共に

休眠預金制度を

活用し

支援制度やフェーズのス

キマを埋めて

行政、商工団体、支援機

関、専門家、プロボノ・

兼業・副業人材と共に

一日も早い創造的
復興を目指す

人口減少経済 → 地域外から
稼ぐ力・地域に人を呼び寄せる
力を助長させる→小規模事業者
の企業価値向上→事業承継

生活再建 → 事業継続再開

→ →

なりわい再建支援、持続化補助

金の本格活用

復旧と復興のスキマ



地域の面的再生＝地域の復旧・復興
＝事業者の価値向上

 金沢 七尾和倉 奥能登

 地域の生産性は地域の事業者が支えている。

 事業者の生産性は地域の消費、地域に呼び込む消費により支えら
れている。

 観光都市金沢、日本有数の名旅館を有する和倉温泉、そして奥能
登地域でも、平安時代から続く輪島朝市、世界を唸らす輪島塗、
日本四大杜氏が醸す日本酒、日本最古の塩田法である能登の揚げ
浜式製塩等、石川の魅力ある地域資源を守り付加価値が創出され
ている。

 この事業者の生業を、さらにプラスを創造する復興として支援に
貢献したい。
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